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(1） 前提条件 

財政計画は、合併後（10年間（平成 20年度から平成 29年度））16 年間（平成 20年

度から平成 35年度）におけるまちづくりを進めるために、普通会計の歳入及び歳出を

項目ごとに推計し、その計画を示すものです。 

この財政計画は、平成 20年度から（平成 25年度）平成 28 年度までは実績値（決算

額）とし、（平成 26 年度）平成 29 年度以降については、（島田市総合計画後期基本計

画に掲載した財政計画との整合を図り、平成 24 年度）平成 27 年度の決算数値等を基

礎としてこれまでの実績や中長期的な財政見通しを踏まえて策定しました。 

歳入においては、現行の地方財政制度の改革や税制改革に留意し、また、歳出にお

いては、高齢化の進展に伴う経費の増加等への対応を図るため、職員数の見直しによ

る人件費の削減、事務の効率化による物件費の削減など、合併による歳出の一層の削

減効果を見込んで推計しています。 

 

(2) 財政計画 

（歳入） 

① 地方税、譲与税、交付金 

地方税などについては、国の三位一体の改革に伴う税財源の移譲及び税制改革によ

る定率減税の廃止等を踏まえ、これまでの推移、将来納税者数などを基に推計してい

ます。 

 

② 地方交付税 

普通交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定すると

ともに、合併に係る交付税措置（支援措置、合併特例債償還金）を見込んでいます。 

特別交付税については、これまでの実績の推移等を勘案して見込んでいます。 

 

③ 分担金及び負担金 

分担金及び負担金については、これまでの実績の推移等を勘案して推計しています。 

 

④ 国庫支出金、県支出金 

国庫支出金及び県支出金については、今後の扶助費や普通建設事業費等の増減を勘

案し、平成 17年度決算数値を基礎とし推計しています。 

 

⑤ 繰入金 

今後の資金需要等を考慮し、特定目的基金及び年度間の財源調整のための財政調整

基金等を見込んでいます。 

 

⑥ 地方債 

地方債については、新市基本計画等における主要事業の実施のため、普通建設事業

に充てる通常債などを見込んでいます。 

 

⑦ その他の歳入については、これまでの実績の推移等を勘案して推計しています。 
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（歳出） 

① 人件費 

人件費については、定員適正化計画を踏まえ、合併後の退職者の補充を抑制するこ

とによる一般職職員の減少及び合併による特別職職員の減少を見込んで推計していま

す。 

 

② 物件費 

物件費については、これまでの実績の推移を踏まえ、事務の効率化などにより経費

は削減していくとして推計しています。 

 

③ 扶助費 

扶助費については、これまでの実績の推移を踏まえ、今後の高齢者福祉への対応等

を見込んで推計しています。 

 

④ 補助費等 

補助費等については、これまでの実績の推移を踏まえ推計しています。 

 

⑤ 公債費 

公債費については、これまでに借入れた地方債に係る償還予定額に、新市基本計画

に基づく事業などの実施に伴う合併特例債や新たな地方債の償還見込額を加えて推計

しています。 

 

⑥ 積立金 

積立金については、これまでの実績の推移等を踏まえ推計しています。 

 

⑦ 繰出金 

繰出金については、特別会計などへのこれまでの実績の推移等を踏まえ推計してい

ます。 

 

⑧ 普通建設事業費 

普通建設事業費については、新市基本計画等における主要事業に係る普通建設事業

及びその他の普通建設事業を見込んで推計しています。 

 

 

なお、この財政計画は、今後の経済の動向や、更なる行財政改革などによる国庫支出

金制度及び地方交付税制度等の改正があった場合、その影響を受け、見直しや調整を行

う必要が生じることが予想されます。 
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